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論文
企業活動に対する法的規制について
河原　文敬
　株式会社は社会に散在する貨幣を株式制度を通じて集中させ，更に貨幣の
節約に資する信用制度によって自らの経済的力（＝権力）を強めている。他
の会社形態とは異なり，株式会社では社会的に広汎な多数の出資者による所
有形態が可能となる。営利法人である株式会社は社員（＝株主）の利益に関
るのはもちろんであるが，株式会社に集中した資本に基づく広範な活動に伴
い，それ以外の様々な者（債権者，従業員，投資者，消費者，地域住民等々）
の利害が関与してくる。このように株式会社には，私的な営利追求という点
と社会的な・多元的な利害という点とが内在的に存在していると言ってよい。
（株式会社といっても，所謂「法人成り」した個人企業のような小規模な株
式会社は，さしあたり本稿では考慮の外に置く！1））
　ところで，昭和49年，56年の商法改正に際して「企業の社会的責任」が議
論の対象になった。企業，特に株式会社の社会的責任を検討する際にも，上
述したような株式会社の持つ経済的力および株式会社に内在する性質を意識
する必要があると考える。
　この点に関して，新山見解によると，「企業の社会的責任」の議論の背景
には，当時（昭和49年）の反社会的ともいわれる企業行動（公害，投機的行
為の横行，異常な物価騰貴，放漫かつ不健全な会社経営等々）に対する批判
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が存在していたが，こうした企業行動は，一方では特殊現代日本的な要因に
もよるが，他方では資本制社会における株式会社の持つ宿命というべき要因
が存在している！2）そして，「社会的実在としての株式会社企業は，私的営利
追求という側面と多元的諸利益ないしは公益に関るという側面との絶えざる
矛盾，対抗の場におかれている。　（中略〉「企業の社会的責任」を問うこと
は，まさにこのような矛盾，対抗を妥当に調整し，矛盾，対抗から生ずる社
会的弊害を除去すべきことを意昧していると考えられる。」（3）と指摘される。
社会的責任とは，貨幣の集中によって大きな経済的力を持つに到った株式会
社を社会的にどのようにして規制するのか，という事であろう。
　但し，株式会社は，多額の資本を必要とする長期に渡る大規模な事業を行
なうに最も適した会社形態であり，この点で他の形態の会社とは対照的であ
るという事は確認しておかなければならないぎ4）
　さて大規模な株式会社に対する規制については，さしあたり，組織の内部
で行なわれる自治的監督機構に拠る規制（法人成りした小規模な株式会社で
は，機関相互問のチェック・コントロールが機能しえないからこの自治的監
督機構に拠る規制はほとんど期待できないであろう）と対外的な活動の場面
での規制とが，考えられるであろう。後者の場合とは，まず自由な競争（市
場メカニズム）に基づく取引活動に対する規制である。こうした事を概略的
に言うならば，前者は私法たる商法の対象（商法による規制）であり，後者
は独占禁止法（ないしは経済法〉の対象である。
　本稿ではまず，この両者の理論的な関連性について検討した後，それ以外
の規制手段を考察する。その際，個々の経済主体の利益に基づいて，主体相
互間の利益を調整する機能を持つ商法と，国民経済の利益という観点から個
々の経済主体の利益を超える全体的な利益の調整をなす機能を持つ経済法と
の相違は確認しておかなくてはならないぎ5）
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二　昭和49，56年の商法改正では，「企業の社会的責任」の議論を背景にして，
監査役制度の強化や会計監査人制度の導入により取締役に対する監督の強化
が図られ，また株主提案権の設定（商法232条ノ2）や取締役・監査役の説明
義務の明文化（商法237条ノ3）等により株主総会の運営の改善を通じての取
締役に対する監督が図られた。これは，株式会社内部の自治的監督機構の強
化・活性化を目的とした改正と言える。そしてこの監督機構が十全に機能し
得るかどうかは，株主，取締役，監査役らの自律的な判断・決定に委ねられ
ていると考えてよい。まさに自治的監督機構（株式会社の機関相互間での自
律的なチェック・コントロール）であり，基本的には，当事者の自由な意思
に基づいて法律関係が形成される私的自治の領域に属する制度であり，まず
この事を確認しておきたい。従って，当事者の訴えを待って初めて（行政官
庁により高権的になされるのとは対照的に）法の適用がなされるのである！6）
一方，対外的な活動つまり取引活動に対する規制については競争メカニズム
が挙げられる。自由競争を媒介とした市場経済秩序の形成，即ち古典的経済
的自由主義である。そこでは市場参加者の活動の自由が認められ（＝営業の
自由，従って自由な経済活動に対する束縛・拘束，とりわけ国家によるある
いは国家権力と結びついた束縛・拘束は排除される。この意味で営業の自由
は「国家からの自由」として現れるが，「独占からの自由」として位置付け
られよう。），自らの判断で行なわれる彼らの活動は競争メカニズムを通じて
予定調和に到るように調整される仕組みであった。この仕組みは，経済の領
域での私的自治の原則の現れである。
　ところで自由意思に基づく私法秩序とは次のようなものである。「19世紀，
国家と社会との区別は明確であった。このような条件の下で，国家から自由
な（staatsfrei）私法秩序が作り上げられ，これは経済的自由主義の名で経
済の領域にまで及んでいた。　（私法秩序から）区別された経済法という概念
は知られていなかった。　（中略）政治一経済的自由主義の考えが存在し，そ
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れによれば自由，所有，平等は自由競争の媒介によって，経済と社会の自主
的規制を保護することになる。これに対応するのが，私法の分野では私的自
治に対する制度化された信頼であり，秩序の構成要素たる主観的権利である。
私的自治は，個人の自由と自己決定に向けられた形式的倫理に依拠しそして
私法社会（Privatrechtsgesellschaft）を構成している。」（7）
　私法の機能は，相互互換的な私人間の利益の調整のみならず，競争秩序の
形成という側面も指摘されようぎ8）
　しかし，競争メカニズムを媒介とした自由意思による秩序は，競争制限に
よって乱されてきた。そこで，競争の保護が国家の課題となる。国家の行為
は，必要なルールの制定とその監視に限られる。競争秩序を形成するために，
私人に対して干渉する形で枠組みを設定する。「秩序政策（Ordnungspolitik）」（9）
である。独占禁止法はこの秩序政策に資するものといえよう。神の見えざる
手による秩序の形成ではなく，国家という見える手による秩序の形成，その
道具としての独占禁止法である。
　現在我々の持つ独占禁止法の直接の目的は，「公正且つ自由な競争を促進」
することである。これには自由経済秩序の確保という制度的意味も含まれて
いるぎ10）独占禁止法は，単に独占を悪として禁圧することを目的としている
のではなく，独占・寡占による競争制限を押さえることで市場における競争
機能を発揮させようとする。この意味で独占禁止法とは，公正競争維持の観
点から企業の行動を競争促進的行動に向わしめるルールであるといってよい。
そしてその究極の目的は，経済的自由主義の実現である。
　国家は競争秩序を形成するために，私人に対してあるいは経済過程に対し
て介入する。この点で，国家が全く経済過程に干渉・介入しない国家不介入
主義を経済的自由主義と考える立場から見れば，このような介入主義は私的
自治や私法秩序と共通性を持つと捉えることはできない。しかし私は，この
介入主義はあくまでも競争秩序を形成する目的で干渉・介入する点を強調し
たい。即ち反独占という意図で私的自治を維持・回復する目的で介入するの
であり，このような介入は私法秩序を補完するものであると捉える。
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　これに関して次の記述は意義深い。
「スミスにとって自由主義国家は，それゆえ，もっとも通俗的な意味での自
由放任主義国家とは違う。それは，なによりもまず市場を作り，保護すべき
ものなのだ・（中略）『諸国民の富』のなかでスミスは，自然の流れに委ね
られた経済が個人的利益と全体のあいだで発生させうるさまざまな衝突，不
均衡を強調することをけっして忘れなかった。競争は保護しなければならな
い。それほど，独占を形成する傾向は強いものだ。」（11）
「野放しの自由放任主義は，スミスにとって次善の策にすぎないものだ。彼
　　　　　　　　　　は，真の市場社会建設に積極的に取り組む政府を，実は望んでいるのである。
これは，強調に値するほど重要なことだ。それによって，国家介入主義か，
それとも国家不介入主義かという無用な基準を乗り越えて，自由主義を規定
することができるからである。
　スミスはこうして，政府の活動を，市場社会と呼びうるような市民社会を
建設するための契機としてとらえる。」（12）（傍点は原文）
　この見解から，市場の形成が国家の重要な役割であることが指摘されるで
あろう。そして，重要なのは，経済過程への国家の介入か不介入かという点
よりは，市場の維持・形成のほうであることが指摘される。国家の介入ある
いは不介入は，市場の維持・形成という目的のための方途であり手段である。
従って，繰り返しになるが，前述した国家の「秩序政策」は，国家の手によ
る市場の維持・形成であり，これに資する独占禁止法は経済的自由主義の実
現を指向している。この意昧で経済的自由主義とは，国家からの自由ではな
く，市場秩序を乱す独占からの自由であるといえようぎ13）
　以上のことから，市場での競争を維持させようとする独占禁止法と私法た
る商法との間には，私的自治を機能させるという点で共通性が見出されうる
のではないか。これについて，競争制限法（Gesetz　gegen　Wettbewerbs　be
schrankungen，GWB）と私法秩序との関連を指摘した，Immengaの見解が
参考になる。
　「契約の自由および立法者が実質的正義の基準を放棄することの根底には，
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当事者による自律的な利益衡量の観念が存在する。合意するかどうか，どの
ような合意をするかを決定するのは当事者である。公正さの保証をめざした
契約の自由のこうした機能の前提は，当事者の自己決定の可能性であるが，
それは単に形式的なものではない。相手方の独立した自由意思による対応の
みが私的自治による行為領域を認める。これに対して，当事者の一方が力を
持ち，この者の利益が貫徹するような実際的な経済的不均衡が存在するなら，
契約の自由はその内的正当性を失う。純粋な利益衡量は排除されてしまう。
成立した請求権には公正さの保証は認められなくなる。力のある者によって
法律関係と競争とが切り離される事により私法制度が濫用される。この点に，
機能的な私法・競争秩序の前提として力の均衡を求める根拠が存在する。こ
の前提は，第一義的な保護目的として行為の自由を表明している競争法によっ
てのみ実現され得る。」（14）
　競争制限法（我国では独占禁止法）によって，取引の場面での対等性が確
保されることにより，当事者の自由な意思に基づく私的自治が実現される。
　結局，私法も独占禁止法も，発動のされ方こそ異なるにせよ，基本的には
私的自治を機能させるという共通の目的がある（機能的には相互補完的な関
係にある）。従って，前述した「企業の社会的責任」を背景にした商法の改
正による株式会社の自主監督機構の強化・活性化が組織内での私的自治の実
現を目指しているとすれば，独占禁止法は取引という対外活動の場面での秩
序形成（形成された枠の中で私人相互間で自由な活動が為される）を行なう
ことで私的自治の実現に寄与するのである，と結論付けられるのではなかろ
うか。
一，
　前述した「秩序政策（Ordnungspolitik〉」では，私人の自由な活動を保証
する枠組みを形成するため国家が介入する。しかし，国家の介入はこれにと
どまらず，私人の活動に対して直接にかつ内容に関しても干渉するような影
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響力を持つ介入が指摘される。これは，「経過政策的（prozeβpolitisch）」
役割であるぎ15）
　経済システムに関わる国家の活動を，ハバーマスは四つに分類するぎ16）
　a）生産様式を確立・維持するための存立条件を充たす活動。
　　「財産と契約の自由という中核的制度を含む民法体系を確立する。」さら
　　に，標準労働日の導入，反カルテル立法，通貨制度の安定化によって市
　　場組織を保護する活動，等々。
　b）市場補完的活動。
　　銀行法や企業法の新しい法制の創設，租税体系の操作によって法体系を，
　　新しい企業組織に適合させる。
　c〉市場代行的活動。
　　非生産的使用財に対する国家需要のように投資機会の創出と改善による
　　新しい経済実態の創出。
　d）蓄積過程に伴う機能障害の補償。
　　「たとえば国家は一方では，民間経済の外部化された副次費用（たとえ
　　ば環境破壊によるもの）を引き受け，あるいは（たとえば鉱業や農業のよ
　　うに）危機に面した部門の存続能力を構造政策的措置によって保障する。」
　独占禁止法の媒介によって行なわれる「秩序政策」は基本的には，ハバー
マスの分類でいうa）に属するであろう。これに対して，「経過政策的」役
割は，c）あるいはd）に属する。国家の経済過程への介入をこのように区
別する必要があるだろう97）「秩序政策」によって，市場が監視されることに
より競争秩序が維持される。それは，前述のように，私人の自由な活動の保
障することに帰着する。
　しかし，c），d）の活動は，第一義的には，競争秩序の維持とは次元を
異にする，あるいはそれに抵触する活動である。この活動は，競争秩序が乱
された結果，それを回復させるために介入する訳ではない。市場メカニズム
では対応できない領域に立ち入ることで経済体制を維持するのであろう。特
に，d）の活動では，例えば，公害の発生に伴う費用を分担するというよう
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に，外部不経済を国家が引き受けることで経済体制を維持する。国家の活動
という側面から見るとこのようになるが，半面，本来この費用は，まさに企
業活動に伴い発生するものに他ならない（近時話題となっている環境問題に
ついても同様である），と考えられる。
　従って，正義，公正という観点から見るなら外部不経済の内部化，従来市
場で評価されなかった利益・不利益を考慮することにより，企業の行動に対
して規制を加えることが出来るのではなかろうか。ここでの規制は，二章で
述べたような，私的自治に由来する諸制度ではなく，国家が一定の価値判断
を行なって直接に高権的に介入する方法になるであろう。
四，
　企業，とりわけ大規模な株式会社に対する規制として，組織内部での自治
的監督機構と独占禁止法を媒介とする市場メカニズムを通じての規制がある。
これらは，国家の介入という観点からは「秩序政策」であり，私的自治に由
来する制度である。とりわけ独占禁止法による規制については，国家の手に
より市場という枠組みが作られ，この枠組みの内では私人が自由に活動（こ
の活動それ自体に対しては国家は干渉しない）できることになる。競争とい
うものは「資本家による経済的力の濫用を矯正する手段」（18）であるから，競
争秩序の維持・発展は企業行動に対する有力な規制手段である。
　もう一つの規制として，三章で述べた国家が直接に高権的に介入する方法
（私人の活動の内容それ自体に干渉する）であり，これは市場メカニズムを
補完する機能を持つという局面は否定できないにせよ，市場メカニズムに基
づく規制とは次元を異にする範疇であろう。こうした二つの異なる側面から
の規制が考えられる。第一の規制は，取引（19）といういわば対等な者同士の
対抗関係の場面での（私的自治による）企業行動に対する規制である。
　「企業の社会的責任」を検討する際にも，この二つの規制を考慮する必要
があろう。特に，公害・環境問題や産業廃棄物・ゴミの間題を処理するには，
　　　　　　　　　　　　　一146一
外部不経済の内部化ということを考慮しなくてはならない。環境破壊に伴い
発生する費用を国家が補填することは，逆に言えばその費用を発生源である
企業が負担していないということである。このような点を踏まえて企業行動
に対する具体的な規制手段を検討しなくてはならない。この意味で，第二の
規制は，市民あるいは地域住民としての我々の生活に関わるものである。
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　　スミスの場合，国家が行なっていた大規模な事業を株式会社が担当するに留ま
　るという消極的限定的な役割を株式会社に与えていたにすぎない。これは，株式
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　た自治的監督機構は実質的にはほとんど機能しない結果になる。
一147一
7）U．Immenga，Politische　Instrumentalisierung（les　Kartellrechts？
　　J．C．B．Mohr（1976），S．3f．
8）これに関しては，金井貴嗣「現代における競争秩序と法」正田彬他著『現代経済
　　社会と法』〔現代経済法講座1〕87頁以下（三省堂　1990年）に教えられると
　　ころが大である。
9）Vgl．Immenga，a．a．0．，S．3，7．
10）丹宗昭信・厚谷嚢児編『現代経済法入門』法律文化社　1981年，87－88頁。
　　独占禁止法の目的については，消費者のみならず生産者も含めた国民経済全体の
　　発展に求める説，消費者・労働者等の経済的従属者の権利を保護する点に求める
　　説もあるが，自由競争秩序を維持する点に求める説に従う。この見解では消費者
　　の利益は，市場メカニズムが有効に機能する反射的効果として得られる。これに
　　ついては，谷原修身著『現代独占禁止法要論』中央経済社1989年84頁，を参照
　　した。
11）ピエール・ロザンヴァロン著，長谷俊雄訳『ユートピア資本主義一市場思想か
　　ら見た近代一』国文社　1990年，109頁。
12）ロザンヴァロン著・長谷訳・前掲註11）書，110頁。
13）参照，岡田与好著『独占と営業の自由』木鐸社　1975年，小島康裕著『大企業社
　　会の法秩序』勤草書房　1981年。
14）Immenga，a．a．0．，S．10f．
15）Immenga，a．a．0．，S．3f．
16）J．ハバーマス著　細谷貞雄訳『晩期資本主義における正統化の諸問題』岩波書
　　店　1979年　84－86頁参照。
17）金井・前註8）論文109頁では，国家の経済過程への介入を反映して「経済法」
　　を「経済秩序法」と「経済規制法」とにわけることができる，と指摘する。
18）Immenga，a．a．0．，S．26．
19）ここでの「取引」は，市場での取引よりも範囲が広い。「経済社会における取引
　　や交換は，市場を通じても，また組織の内部でも行なわれる。『市場取引』では，
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